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欧州経済統合が示すもの
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欧州統合の父と称されるジャン・モネ（Jean

Monnet）は、「政治とは単に可能性の技法では

ない。それは今日実現不可能なものを明日可能

にする技法でもある」と述べたと伝えられる。

少々レトリックが過ぎるようにも思える表現で

あるが、これまでの欧州統合の歴史において節

目となった交渉の過程を見ると、あながち誇張

とも言えない。細かい交渉過程にまで立ち入ら

なくても、欧州統合の進展を綴った年表をさっ

と眺めてみるだけで、「明日」を「近いうちに」

ぐらいに置き換えれば、この言葉がそのまま納

得できるような転換点がいくつもあることに気

がつく。これまで統合が停滞した時期もあった

が、近年の通貨統合や、つい先日の東欧諸国な

どの EU加盟にも見られるように、大方の予想

に反して急速に統合が進展するときがあること、

そして国家同士の相互依存の進展がもたらす問

題を見据えながら、それに対処するドラス

ティックな制度を設計し、それを実現しようと

する人々の意志が推進力となってきたのが欧州

統合の特徴である。

もちろん、特徴はこれだけではない。経済学

では、世界全体を一つの組織体として分析しよ

うとする試みを別にすれば、たいてい国家とい

う枠組みがもっとも大きな分析単位となってい

る。この場合、政策を遂行する主体として主語

にもなれば、他とは区別される経済領域、すな

わち固有の貨幣や生産上の条件が専一に広がる

圏域も意味する。しかし欧州経済統合の進展は、

こうした分析の枠組みに挑戦状を突きつけるか

のようである。加盟国は経済政策上の主権を

次々と共有化し、いまや過半数の加盟国は、経

済上の国家主権の頂点とも言うべき通貨発行と

管理を EUという枠組みで共有するに至ってい

る。

とはいえ、EUをあたかも一国の如く扱えば

よいというわけではない。統合の進展について

域内の各国で意見が対立することの方がむしろ

常態である。すでに合意された議論が蒸し返さ

れることはそうないにしても、前に合意された

内容を改革するとなると、各国間での話し合い

が延々と続く。また、経済領域という意味でも

一国扱いはできない。既存の一国とは違って、

同じ EU域内でもそれぞれの地域で生産性は大

きく異なるし、また、言葉も文化も多様な域内

を、雇用機会があるからといって人々が自国内

の如く縦横に移動することはない。企業や個人

の資金調達のあり方も様々である。さらに財政

政策は、EU各国が合意したルールによる縛り

があるものの、何にどれだけ支出するかは一国

の主権の中にある。

このように欧州経済統合は、時として予想を

超えて急速に変化もし、また既存の分析装置の

有効性を問い直す存在であるが、それだけに研

究対象として興味が尽きない。そして何よりも、

欧州経済統合は、現代の欧州という特定の時空

を超えて、国家間の経済的な相互依存が進む現

在において、ともすれば惹起される国家間の軋

轢を抑止して経済的かつ政治的な安定を確保す

るための制度構築の方向性を示している。また、
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それが他の地域にとっての処方箋となるには距

離がありすぎるにしても、他の地域も等しく直

面する課題を映し出す鏡にもなっていると考え

られるのである。

欧州統合の構想は昔から幾人もの思想家や政

治家によって語られてきたが、国家が実際に行

動して今の EUの前身と言える機関である欧州

石炭鉄鋼共同体を創設したのは、第二次大戦後

のことであった。悲惨な長い戦争が終結したこ

の時はとりわけ、人々が理想を現実にするエネ

ルギーを発揮した。この機関の目的は、域内の

石炭と鉄鋼の自由な流通を保証することであっ

たが、その狙いは、まず第一には、ドイツとフ

ランスが、石炭資源と鉄鋼生産設備の豊富な互

いの国境地帯の排他的な領有権を主張したこと

が、過去一世紀の間に何度も戦争を引き起こす

一因になったとの反省に立って、その資源への

アクセスを共有することにより、対立の経済的

原因を封じ込めることであった。

資源をめぐる領土紛争を抑止しようとするこ

のアイディアは、それ自体注目に値するが、そ

の後の欧州統合の進展にとってのさらなる意義

は、この資源へのアクセスの共有をドイツとフ

ランスの二国にとどめずに、広く西欧の主要国

に拡げた点にある。これにより、その後の欧州

統合は、ドイツとフランスの和解と恒久平和と

いう理念を原点としながら、それを超えて、地

理的にも統合の領域でも拡大深化することと

なった。

戦後の西欧では、言うまでもなく人々の経済

的自由は経済政策の前提条件であるが、それに

ともなって、欲望の追求が一国内で集合的にナ

ショナリズムとして結実し、国家同士の衝突を

惹起しかねないときは、主権を共有するという

形でこれを制限し、共通解を求めようとする大

胆な制度設計が試みられてきた。この対象領域

としては、農業・漁業・競争政策と様々なもの

があるが、中でも特筆すべきは、通貨統合であ

る。これは、まずもって通貨統合参加国の間で

は通貨ナショナリズムを葬り去ることに成功し

たことを意味する。

他国を犠牲にしてでも自国にとって望ましい

自国通貨の対外価値を追求しようとする通貨ナ

ショナリズムは、過去幾度となくあちこちで噴

出し、国家間の深刻な対立をもたらす一因と

なってきた。このため古くから、放縦な通貨ナ

ショナリズムの噴出を抑止するようなルールや、

通貨秩序を安定させるための国際協調の枠組み

が工夫されてきたが、これらは皮肉なことに、

平時には機能しても、通貨ナショナリズムが噴

出するような危機の際には機能しなくなるのが

常であった。制度化されず、ルールも明確でな

い国際協調では、どの国がどういった負担を負

うべきかがあいまいのまま、中心国のヘゲモ

ニーの強弱とそれに連れ添う国がどこであるか

が露わになるだけに終わってしまいかねない。

欧州通貨統合の構想は、ドルを中心とした国

際通貨秩序が不安定になってきた１９６０年代後半

に芽生え、７０年代に入ってその秩序を支えた

ルールが崩壊してまもなく、まずその第一歩が

実行に移された。当初の試みは域内通貨の相互

の為替変動幅を縮小することであった。この時

期に進展した世界的な金融自由化という逆風も

相俟って、何度もこの試みは後退を余儀なくさ

れたが、為替相場の安定の持続を経て、不可逆

的な為替相場の固定化にこぎつけ、最終的に通

貨統合を実現したのである。

これで通貨ナショナリズムの可能性は消え

去ったとはいえ、国家同士の経済的対立がなく

なったわけではない。むしろ、統合の進化に伴

い、新たな問題が発生してくるのは十分あり得

ることである。しかし、そうして発生した問題

に対処することによって、さらに統合を深化さ

せるという動態的な統合のプロセスが生み出さ

れているのも、欧州統合の特徴なのである。
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研究雑話

バランス感覚を磨く

工学部教授 江 � 文 也

学部で勉強した印象もあまりなかったので、

多少は勉強しようと思い大学院に進学して研究

に携わることになったが、当時は、実際に建物

を設計してみなければ何が問題なのかわからな

いではないか、まだわかっていないことは何か

など疑問が多くて、とても研究など眼中にはな

かった。当時、民間でも建築構造の設計者がそ

んなに多くはなかった時代でもあったので、先

ずは実務を経験しようと考えていたことがその

大きな要因である。幸いなことに勤めた設計事

務所で、何が問題で今何をしなければならない

のか、わかっていることは何か、わからない場

合はどのようにするのかなど、いろいろとアド

バイスを受けながら議論することができ、建物

の設計に対する考え方の基礎を訓練した。

建築は人との関わりがあるので、設計に対す

る考え方が人それぞれ異なる。このことは、同

じ条件の下で設計しても、設計者の考え方や能

力によって提供する特解が異なるのは当然な成

り行きで、設計した建物はそれぞれかなり違っ

てくることを意味する。設計者は与えられた条

件に対して最もふさわしい特解を提供しなけれ

ばならないので、当然ながら、設計には相応の

判断基準を持ち合わせていなければならない。

そのため、大学等で研究されている内容には常

に目を通すことがおのずと必要になる。しかし、

研究で得られた成果は限られた条件での結論で

あり、実際の建物に適用できるのはごくわずか

なものであることも事実である。わからないか

ら設計しないというわけにもいかないので、研

究資料などを判断しながら、最後は“えい！

やー！”と決断して設計することになる。これ

が正しいものとして、とりあえずその場はそれ

で解決させる。いろいろと仲間からアドバイス

を受けるが、最後は自分の責任で決める。この

ように、実務では仕事をこなしながらいろいろ

な問題に直面しその都度即決するので、その場

で一応手が切れる。それがそのまま建設され何

十年以上存在することになるので、その後どの

ような経過をたどっているかはいつも気になっ

ている。ときどき起こる地震で、自分が関わっ

た建物の被害はどうだったのかは一番気になる

ところではある。

専門が鉄筋コンクリート構造なので、仕事仲

間からその専門知識について問われることがよ

くあったが、当時は、正直なところまだ本質を

十分理解していなかった。日本では地震が頻発

するので、建物を設計するにあたって地震に対

する備えをしておかなければならない。建物が

地震に耐えるためには、柱より壁の方が効果的

であり、関東大震災でも実証されているので、

地震に耐える壁として耐震壁の研究が必要であ

ると指導教官から力説され、それなりの知識は

持ち合わせていた。しかし、その設計の本質は

何かがよくわからないまま社会に出たようで、

設計に必要な判断材料が何かを理解するのに苦

労した。

およそ９年間の実務経験を経て研究室の助手

となり、教育・研究者としての一歩を歩み始め

ることになったが、まさか自分が学生を指導す
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る立場になるとは夢にも思ってみなかった。研

究テーマを設定し問題の糸口を見つけ出すが、

これですべてが解決したわけでもない。実務で

は、その場で即決すると一応手が切れるが、研

究の場合はそうはいかない。けちをつければき

りがない。いつまでたっても終わりがないので、

設計の判断材料となる資料を整理して、次の問

題に向かうように心がけている。ところが、な

かなか思うようにはいかないのが現実で、資料

をまとめるのが難しい。提供した資料はごく限

られた実験と解析で得られた結論から導いたも

ので、これを汎用性があるかどうかについて判

断するのは最終的には設計者だからである。で

きるだけ間違いのない判断材料となるように研

究成果をまとめる工夫を心がけているつもりで

あるが、果たして役に立っているのかどうか。

建築の分野は、他の工学で明らかにされた知見

や技術をうまく利用して建物の設計に役立てて

いる。建築物は大量生産ではなく一品生産なの

で、それぞれに適した知見や技術が必要になる。

いきおい、いろいろなところに配慮が必要なの

で、あまり自分の専門のことばかり強調し、細

かいことを議論しても先に進まない。機能性が

あり、安全性が確保され、しかも美しい建物を

創るには、それぞれの専門家が協力して取り組

む覚悟がなければうまくいかない。つまり、バ

ランス感覚に優れていなければ勤まらない分野

であるが、大学に在籍して教育・研究者の立場

でいると、このバランス感覚を忘れてしまいそ

うなときがある。時々反省しながら研究を進め

ているが、なかなか難しい。

今興味があるのは、これまでに建設された鉄

筋コンクリート（RC）建築物の耐震性の問題

である。RC建築物は、耐火性と耐久性の観点

から学校建築物など多くの公共建築物に採用さ

れている。しかし、時々起こる地震によってか

なりの被害が生じていることも事実である。建

築物は建築基準法を遵守して設計される。しか

し、建築基準法に規定されている条項には必ず

しも研究成果が十分反映されているわけでもな

く、また、まだわからないままになっている部

分もある。そのため、これまで地震によって被

害が生じ、いろいろな問題点がその都度明らか

になってきた歴史的事実がある。当時の建設省

建築研究所や大学で行われた研究成果に基づい

て１９８１年に基準法が大幅に改正されたが、改正

以前に建てられた多くの建物が既存不適格建築

物（現行の基準法に適合していない）として残っ

たままになっている。福岡では地震の経験がほ

とんどないので関心が薄いが、これをこのまま

にしておくと後で取り返しがつかない事態にな

らないでもない。１９９５年の阪神大震災以後各地

で既存 RC建築物、とりわけ学校建築物などの

公共建築物の耐震診断と改修・補修が盛んに行

われるようになった。診断により耐震性能が劣

る建物については、補強する必要がある。しか

し、それぞれ建物の機能が異なるので、補強計

画も建物特有の解を提供せざるをえない。機能

性を損なわずデザインも考慮にいれながらバラ

ンスのとれた補強法を適用しなければならない

ので、いくつか補強法のメニューを用意する必

要がある。そのためには実験によりその補強効

果を確かめなければならないが、この実証試験

は大学の研究テーマとしても取り組む余地があ

る。これまではどちらかといえば新しい建物を

多く造ることが主眼であったが、省資源、省エ

ネルギーの観点からここらで今までに造ってき

た建物の再利用を含め、多くのストック建築物

を有効に活用するために必要な技術の開発に力

を注ぐのも必要ではないかと思っている。今後

この方面にも力をそそぎ、バランス感覚の優れ

た設計者や技術者を育てることに努力を傾けた

いと思っている。
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